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(証券コード　6247)
2018年６月７日

株 主 各 位
大阪市北区曽根崎二丁目12番７号

代表取締役社長 竹 下 好 和
第89回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第89回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通
知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2018年６月27日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い
申しあげます。

　敬　具
記

１．日 時 2018年６月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区角田町８番１号

梅田阪急ビルオフィスタワー26階　貸会議室
３．目的事項

報告事項 １．第89期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）事業報告、連結計算
書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第89期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）計算書類報告の件
決議事項

第１号議案 取締役10名選任の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ
ェブサイト(　https://www.hisaka.co.jp/　)に掲載させていただきます。
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株主各位
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（ 2017年 4 月 1 日から
2018年 3 月31日まで ）

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①事業の経過及び成果
　当連結会計年度における世界経済は、欧米を中心とした先進国が堅調に推移したほか、アジ
アでも景気の持ち直しがみられました。
　国内におきましても、堅調な海外経済や政府・日銀による経済対策・金融政策を背景として、
企業収益や雇用・所得環境の改善が続き、景気は緩やかに回復いたしました。
　また、当社グループの属する産業機械分野においても、幅広い産業で設備老朽化に伴う更新
や保全、さらに合理化や省力化への投資が旺盛であったこと、また輸出の持ち直しによる生産
能力増強などもみられたことから堅調に推移いたしました。
　このような経済環境の中、当連結会計年度における当社グループの受注高は、堅調な設備投
資を背景に全てのセグメントで増加し、前年度から8.7％増加の28,914百万円となりました。
　売上高も、好調な受注環境や豊富な受注残を反映して全てのセグメントで増加し、前年度か
ら7.5％増加の26,891百万円となりました。
　利益面では、人件費や原材料価格の上昇によるコストアップがありましたが、増収効果と不
採算案件の減少により、営業利益は前年度から38.5％増加の1,607百万円となりました。経常
利益は、営業利益の増加や為替差損の減少などもあり、前年度から42.8％増加の1,963百万円
となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は、有価証券に関する特別利益が減少したこ
とから、前年度から12.1％減少の1,927百万円となりました。

　セグメント別の概況は次のとおりです。（セグメント別の業績は、内部取引消去前の金額で
す。）
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事業の経過及びその成果
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『熱交換器事業』
　熱交換器事業は様々な産業で不可欠となる、流体の加熱・冷却を行うプレート式熱交換器を
製造・販売する事業です。
　受注高は、造船各社の船舶受注量が激減した影響から、船舶向けの受注低迷が年度後半に顕
著になってきましたが、一方で好調な空調、半導体、機械工業関連向けに小型プレート式熱交
換器及びブレージングプレート式熱交換器の受注が増加いたしました。また、海外の大型プラ
ント案件は依然として停滞しているものの、足元では一部に改善の動きがみられました。これ
らの結果、当連結会計年度の受注高は、前年度から5.3％増加の11,415百万円となりました。
　売上高は、期首の受注残が少なかったものの、空調、半導体、機械工業関連向けの売上が好
調だったほか、船舶向けの豊富な受注残が売上に寄与したことなどにより、前年度から0.8％
増加の11,125百万円となりました。
　セグメント利益は、原材料価格の上昇があったものの、売価やセールスミックスの改善など
により、前年度から2.2％増加の989百万円となりました。

『プロセスエンジニアリング事業』
　プロセスエンジニアリング事業は、レトルト食品などの殺菌装置や、医薬品の滅菌装置、繊
維製品の染色仕上機器などを製造・販売する事業です。
　受注高は、染色仕上機器部門において中国向けの液流染色機サーキュラーについて国内製造
から中国子会社製造へシフトが進んだことから減少いたしましたが、食品機器部門においては
個食化の進展や人手不足を背景とした自動化設備の需要もあり、食品や乳飲料の大口プラント
を受注するなど好調に推移いたしました。また、医薬機器部門においても医薬品の滅菌装置や
調合プラントなどの案件を獲得し受注が増加いたしました。これらの結果、当連結会計年度の
受注高は、前年度から9.1％増加の12,024百万円となりました。
　売上高は、受注残が少なかった医薬機器が前年度から減少したものの食品機器において大口
プラント案件の売上を計上したことや染色仕上機器の期首受注残があったことから、前年度か
ら14.9％増加の10,836百万円となりました。
　セグメント利益は、売上高が大幅に増加したことなどにより、前年度から54.2％増加の458
百万円となりました。

－ 3 －
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『バルブ事業』
　バルブ事業は、様々な流体の制御に使われるボールバルブなどを製造・販売する事業です。
　受注高は、大手化学メーカーを中心とした老朽化による更新需要の高まりを受け化学業界向
けが好調に推移いたしました。また、短納期需要への対応を図るとともに、サプライチェーン
の見直しや代理店との関係強化も受注の増加に寄与しました。さらに、市場が拡大しているチ
ョコレート業界向けのバルブや、好調な半導体業界向けのガス用バルブなど用途限定弁の受注
も増加いたしました。これらの結果、当連結会計年度の受注高は、前年度から8.3％増加の
3,808百万円となりました。
　売上高は、受注が好調に推移したことから、前年度から8.2％増加の3,733百万円となりまし
た。
　セグメント利益は、売上高の増加に加え、売価の改定を実施したことなどにより、前年度の
セグメント損失から黒字に転じ、140百万円の利益となりました。

『その他事業』
　その他事業は、国内・海外の子会社による事業と工場の屋上に設置した太陽光パネルによる
発電事業です。
　受注高は、中国市場において加工難易度が高い素材への染色需要の高まりから、ローカル企
業を中心に液流染色機サーキュラーの受注が拡大したことや、マレーシア及び国内子会社にお
いても、前年度を上回る受注を確保することができました。これらの結果、当連結会計年度の
受注高は、前年度から40.2％増加の3,831百万円となりました。
　売上高は、国内子会社において前年度を下回ったものの、中国子会社での染色仕上機器の大
幅な伸びに加え、マレーシア子会社においてもメンテナンス関連売上が増加したことから、前
年度から20.0％増加の3,164百万円となりました。
　セグメント利益は、大型設備投資に伴う減価償却費の増加によりマレーシア子会社が損失と
なったものの、中国子会社の大幅増収による黒字転換や、国内子会社においても利益を確保し
たことなどから、前年度のセグメント損失から黒字に転じ、45百万円の利益となりました。

－ 4 －

事業の経過及びその成果
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『セグメント別業績』                                           （単位：百万円／（％）前年度比増減率）

熱交換器事業
プロセスエンジニア

リング事業
バルブ事業 その他事業

受注高 11,415（  5.3％） 12,024（  9.1％） 3,808（  8.3％） 3,831（40.2％）
売上高 11,125（  0.8％） 10,836（14.9％） 3,733（  8.2％） 3,164（20.0％）
セグメント利益 989（  2.2％） 458（54.2％） 140（     ※1） 45（     ※2）

※1．前年度は97百万円のセグメント損失
※2．前年度は50百万円のセグメント損失

②設備投資の状況
　当連結会計年度に実施いたしました当社グループの設備投資の総額は510百万円であります。
　その主なものは、熱交換器事業における金型投資やプロセスエンジニアリング事業における
基幹システムであります。

③資金調達の状況
　当連結会計年度の運転資金及び設備資金は、自己資金で充当いたしました。

－ 5 －
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⑵　財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 86 期
(2015年３月期)

第 87 期
(2016年３月期)

第 88 期
(2017年３月期)

第 89 期
(当連結会計年度)
(2018年３月期)

受 注 高(百万円) 25,391 25,770 26,594 28,914
売 上 高(百万円) 24,398 25,393 25,023 26,891
経 常 利 益(百万円) 1,831 1,532 1,374 1,963
親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 1,313 2,688 2,191 1,927
１株当たり当期純利益 (円) 44.01 90.04 73.42 64.56
総 資 産(百万円) 63,252 58,473 55,616 60,756
純 資 産(百万円) 50,963 47,191 48,254 51,014
１株当たり純資産額 (円) 1,706.50 1,580.27 1,616.24 1,708.71

（注）１．記載金額の内、百万円を単位として記載しているものは、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数（自己株式数控除後）により、１株当たり純資産額

は期末発行済株式総数（自己株式数控除後）により算出しております。

②当社の財産及び損益の状況

区 分 第 86 期
(2015年３月期)

第 87 期
(2016年３月期)

第 88 期
(2017年３月期)

第 89 期
(当事業年度)
(2018年３月期)

受 注 高(百万円) 23,662 24,289 24,756 26,655
売 上 高(百万円) 22,402 24,058 23,306 25,102
経 常 利 益(百万円) 1,749 1,708 1,372 1,879
当 期 純 利 益(百万円) 1,243 2,873 2,172 1,846
１株当たり当期純利益 (円) 41.65 96.24 72.78 61.83
総 資 産(百万円) 60,962 58,086 55,387 60,316
純 資 産(百万円) 49,695 47,122 48,504 50,948
１株当たり純資産額 (円) 1,664.49 1,578.32 1,624.64 1,706.51

（注）１．記載金額の内、百万円を単位として記載しているものは、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数（自己株式数控除後）により、１株当たり純資産額

は期末発行済株式総数（自己株式数控除後）により算出しております。

－ 6 －

財産及び損益の状況の推移
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
　①親会社の状況
　　　該当事項はありません。

　②重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社出資比率 主 要 な 事 業 内 容

マ イ ク ロ ゼ ロ 株 式 会 社 99,000千円 100.00％ サニタリー機器製造販売及びエンジ
ニアリング事業

HISAKAWORKS S.E.A. SDN. BHD. 65,000千MYR 100.00％ 熱交換器製造販売及びサービス事業

HISAKAWORKS SINGAPORE PTE. LTD. 50千SGD 100.00％
（※） 熱交換器製造販売及びサービス事業

日 阪 ( 中 国 ) 机 械 科 技 有 限 公 司 1,100,000千円 100.00％ 熱交換器、バルブ、食品･医薬殺菌滅菌装
置、染色仕上機器製造販売

中 川 工 程 顧 問 ( 上 海 ) 有 限 公 司 150千USD 100.00％
（※）

濃縮装置、殺菌装置販売及びエンジ
ニアリング事業

（注）１．当社出資比率欄の（※）は、間接保有を含んでおります。
２．その他非連結子会社として以下の５社があります。

ⅰ．HISAKA WORKS (THAILAND) CO.,LTD.(資本金6,000千THB：当社出資割合49.00％（間接出
資含む）)

　　なお、同社を持分法適用の範囲に含めております。
ⅱ．PT. HISAKA WORKS INDONESIA(資本金3,999,900千IDR：当社出資割合50.00％（間接出資含

む）)
　　なお、同社を持分法適用の範囲に含めております。
ⅲ．HISAKA MIDDLE EAST CO.,LTD．(資本金1,660千SAR：当社出資割合75.00％)
ⅳ．HISAKA KOREA CO.,LTD.（資本金300,000千KRW：当社出資割合100.00％）
ⅴ．旭工業株式会社（資本金10,000千円：当社出資割合100.00％）

　③その他
　技術提携契約の主なものは、次のとおりであります。

提 携 先 内 容
DUPLEIX LIQUID METERS LTD.
（南アフリカ） ボールバルブに関する技術供与、情報の相互交換と製造販売

NOSEDA S.R.L.（イタリア） 染色機の情報の相互交換と製造販売

株式会社進和(愛知県名古屋市)及び
煙台進和接合技術有限公司（中国） ブレージングプレート式熱交換器の製造技術の供与

ARSOPI-THERMAL, Equipamentos 
Termicos, S.A.（ポルトガル） プレート式熱交換器の情報提供と製造販売

（注）１．当社は、煙台進和接合技術有限公司に対し13.04％の出資を行っております。
２．当社は、ARSOPI-THERMAL, Equipamentos Termicos, S.A.に対し15.00％の出資を行っておりま

す。

－ 7 －
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⑷　対処すべき課題
　当社グループは、３年毎に中期経営計画を策定し事業戦略を推進しております。

中期経営計画の概要
　　2017年４月、中期経営計画『Ｇ－１７』（2017年度～2019年度）を策定しました。中期

経営計画の名称は、「Growth」「Global」「Governance」「Goal」の頭文字「Ｇ」を取
り、『Ｇ－１７』といたしました。

　　当社は、長年培ってきた「流体の熱と圧力の制御技術」を駆使し、「高度な製造技術」で「衣・
食・住・医・環境・エネルギー」の分野に安全・安心・快適・便利を支える多くの製品を提供
してまいります。

　　中期経営計画『Ｇ－１７』の概要は次のとおりであります。

　ビジョン
　　一人ひとりの挑戦で、事業の発展と共に活力ある社員集団を実現する

　スローガン

　最終年度（2020年３月期）の連結業績目標
　　連結受注高　　　　　　　　３１０億円以上
　　連結売上高　　　　　　　　３００億円以上
　　連結営業利益　　　　　　　　２４億円以上
　　連結売上高営業利益率　　　　　　８％以上
　　連結ＲＯＥ（自己資本利益率）　　４％以上

－ 8 －
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　経営方針
ⅰ）顧客の期待を超える価値を提供する

　顧客が期待する以上の働きをすることで、顧客の信頼と安心を得てまいります。
ⅱ）新商品開発力の強化と新市場（新規事業領域）の開拓を行う

　新商品の開発と新しいビジネスモデルの構築で売上の拡大を図ります。
ⅲ）コスト競争力のある生産体制の構築により持続的な利益創出を図る

　世の中の水準を超える「安く」「早く」「高品質」を実現するとともに、ＢＣＰにも力を
入れ、未来につながる生産体制を構築いたします。

ⅳ）日阪グループの協調関係強化を推進し、アジアに定着する
　国内外の日阪グループ会社が様々な協力を行い、アジアへの定着を目指します。

ⅴ）コーポレートガバナンスの強化により長期的な企業価値の増大を図る
　内部統制の強化とステークホルダーとの対話に取り組み、健全かつ効率的な経営体制を構
築してまいります。

ⅵ）新たな将来展望のもと、ヒトと組織の成長に対する期待感を高める
　企業の競争力の源である「人の成長」を促すため、成長したいという社員の思いを支援す
ることで事業の拡大を目指します。

　株主の皆さまには、何卒今後とも一層のご協力とご支援を賜りますようお願い申しあげます。

－ 9 －
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⑸　主要な事業内容（2018年３月31日現在）
　当社グループは、プレート式熱交換器(ＰＨＥ)、ブレージングプレート式熱交換器(ＢＨＥ)、
レトルト調理殺菌装置、無菌米飯製造プラント、医療用滅菌装置、高温高圧染色機、超臨界技術
利用装置、ボールバルブ、サニタリーバルブ等の製造販売及びエンジニアリング事業を主な事業
としております。
　セグメント毎の主な製品は次のとおりであります。
区 分 製 品 内 容

熱 交 換 器 事 業

プレート式熱交換器（化学・造船・食品・空調・発電設備用・超大型集中冷
却システム用・スラリー用異間隙・汎用型等）、溶接シール型ＰＨＥ、プレ
ート式コンデンサー、大容量加湿器、その他熱回収装置、ブレージングプレ
ート式熱交換器（冷凍機用蒸発・凝縮器、集合住宅用給湯器等）、吸収式冷
温水器用大型ＢＨＥ、スチーム専用ＢＨＥ、全溶接型プレート式熱交換器等

プロセス
エンジニ
アリング

事業

食 品 機 器

レトルト調理殺菌装置、短時間調理殺菌装置、連続濃縮浸漬装置、真空ベル
ト乾燥機、真空冷却装置、その他殺菌・滅菌装置用ＦＡシステム、無菌米飯
製造プラント、プレート式・チューブ式液体連続殺菌装置、スピンジェクシ
ョン式・インジェクション式液体連続殺菌装置、食品専用ＰＨＥ、各種エキ
ス用抽出・濃縮・殺菌・乾燥プラント等

医 薬 機 器 医療用滅菌装置、抽出・調合・グローバル濃縮・滅菌・乾燥装置、医薬用ピ
ュアスチーム発生装置、調剤設備、バイオハザード用滅菌装置等

染色仕上機器

高温高圧液流染色機、高温高圧糸染・乾燥装置、常圧液流染色機、超低浴比
気流式染色加工機、不織布用拡布染色機、多目的（風合出し）特殊加工機、
衛生材料用殺菌晒加工機、オゾン漂白加工機、真空加圧含浸装置、高温湿熱
（形態安定）処理装置、超臨界技術利用装置、その他省力化ＦＡ染色工場設
備等

バ ル ブ 事 業
ボールバルブ（標準型、三方型、自動型、高温高圧用メタルタッチ、ジャケ
ット型、タンク底型、ポケットレス型、エフレス型、バンブー型、デュアッ
クス型（摺動しない）、超低温用、耐スラリー用、切り出し用等）、ダイヤ
フラムバルブ、シールドバルブ等

そ の 他 事 業
液体・乳業・医薬向けサニタリーバルブ（ダイヤフラムバルブ、タンクボト
ムバルブ、コントロールバルブ、３ヘッドバルブ、ピグランチャー）、導電
率センサー、プラント施工、海外子会社事業及び発電事業

－ 10 －

主要な事業内容



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/06/01 9:17:34 / 17370566_株式会社日阪製作所_招集通知（Ｃ）

⑹　主要な営業所及び工場（2018年３月31日現在）
　　①当社
　　　　本店：大阪市北区
　　　　東京支店：東京都中央区
　　　　名古屋支店：名古屋市中区
　　　　九州支店：福岡市博多区
　　　　北九州支店：北九州市小倉北区
　　　　鴻池事業所：大阪府東大阪市

　　②主要な子会社の事業所
　　　　マイクロゼロ株式会社：東京都立川市
　　　　HISAKAWORKS S.E.A. SDN. BHD.：マレーシア
　　　　HISAKAWORKS SINGAPORE PTE. LTD.：シンガポール
　　　　日阪（中国）机械科技有限公司：中国
　　　　中川工程顧問（上海）有限公司：中国

⑺　使用人の状況（2018年３月31日現在）
①企業集団の使用人の状況
事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

熱 交 換 器 事 業 217名 13名増

プロセスエンジニアリング事業 195名 12名増

バ ル ブ 事 業 83名 1名増

そ の 他 事 業 150名 1名増

全 社 （ 共 通 ） 46名 1名増

合 計 691名 28名増

（注）１．使用人数は就業員数であります。
　　　２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属している

ものであります。

－ 11 －
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②当社の使用人の状況
使 用 人 数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

541名（27名増） 38.0歳 15.0年

（注）１．使用人数は就業員数であります。
　　　２．使用人数の増加は、対前事業年度末比であります。

⑻　主要な借入先の状況（2018年３月31日現在）
　　　当連結会計年度末現在、借入金残高はありません。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 12 －
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（2018年３月31日現在）

①発行可能株式総数 129,020,000株
②発行済株式の総数 32,732,800株
③株主数 2,844名
④大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 新 製 鋼 株 式 会 社 2,903,264株 9.72％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 1,743,600株 5.84％

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 1,178,600株 3.94％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 960,770株 3.21％

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 912,640株 3.05％

因 幡 電 機 産 業 株 式 会 社 910,802株 3.05％

株 式 会 社 タ ク マ 642,000株 2.15％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 612,640株 2.05％

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ 583,855株 1.95％

日 阪 製 作 所 協 力 業 者 持 株 会 581,786株 1.94％

（注）１．持株比率は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
２．持株比率は、自己株式数（2,877,341株）を控除して算出しております。
３．自己株式は、大株主からは除外しております。
４．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、2018年４月１日付で株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商号変更しており

ます。

⑵　新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

－ 13 －
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⑶　会社役員の状況
①取締役及び監査役の状況（2018年３月31日現在）
地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 前 　 田 　 雄 　 一

代 表 取 締 役 社 長 竹 　 下 　 好 　 和

専 務 取 締 役 中 　 村 　 淳 　 一 技術・熱交換器事業本部担当

常 務 取 締 役 岩 　 本 　 　 　 等 人事・情報システム担当

取 締 役 船 　 越 　 俊 　 之 事業所所長

取 締 役 井 　 上 　 哲 　 也
営業・プロセスエンジニアリング事業本部担当
兼東京支店管掌兼ＣＳＲ推進室室長
（重要な兼職）
日阪(中国)机械科技有限公司董事長

取 締 役 太 　 田 　 光 　 治 バルブ事業本部本部長兼技術部部長
兼北九州支店管掌

取 締 役 飯 　 塚 　 正 　 志 経営企画本部本部長兼経営戦略部部長

取 締 役 加 　 藤 　 幸 　 江
弁護士
（重要な兼職）
ダイドーグループホールディングス株式会社社外監査役
株式会社山善社外取締役監査等委員

取 締 役 下 　 元 　 　 　 光 （重要な兼職）
日新製鋼株式会社執行役員大阪支社長

常 勤 監 査 役 山 　 田 　 卓 　 夫

常 勤 監 査 役 中 　 道 　 　 　 貢

監 査 役 三 　 浦 　 博 　 文 税理士

監 査 役 仲 　 井 　 　 　 晃 弁護士

－ 14 －

役員の状況
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（注）１．取締役加藤幸江氏及び下元光氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。なお当社は
両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．監査役三浦博文氏及び仲井晃氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。なお当社は
両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．監査役三浦博文氏は、長きにわたる税務行政経験及び税理士の資格を有しており、財務、会計に関す
る相当程度の知見を有するものであります。

４．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。
①　2017年６月29日開催の第88回定時株主総会終結の時をもって、取締役冨安達二氏は任期満了によ

り退任いたしました。
②　2017年６月29日開催の第88回定時株主総会において、飯塚正志、下元光の両氏が新たに取締役

に、中道貢氏が新たに監査役に選任され、それぞれ就任いたしました。

②当事業年度中の取締役の地位・担当等の異動

氏 名 新 旧 異動年月日

前 　 田 　 雄 　 一 代 表 取 締 役 会 長 代 表 取 締 役 社 長 2017年４月１日

竹 　 下 　 好 　 和 代 表 取 締 役 社 長 常 務 取 締 役
財 務 ・ 経 営 戦 略 担 当 2017年４月１日

中 　 村 　 淳 　 一 専 務 取 締 役
技術・熱交換器事業本部担当

専 務 取 締 役
技 術 担 当 2017年４月１日

岩 　 本 　 　 　 等 常 務 取 締 役
人 事 ・ 情 報 シ ス テ ム 担 当

常 務 取 締 役
人 事 ・ 情 報 シ ス テ ム 担 当
兼 事 業 所 所 長

2017年４月１日

船 　 越 　 俊 　 之 取 締 役
事 業 所 所 長

取 締 役
熱 交 換 器 事 業 本 部 本 部 長
兼 東 京 支 店 管 掌

2017年４月１日

井 　 上 　 哲 　 也
取 締 役
営業・プロセスエンジニアリ
ング事業本部担当兼東京支
店管掌兼ＣＳＲ推進室室長

取 締 役
営 業 担 当 2017年４月１日

－ 15 －
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③当事業年度後の取締役の地位・担当等の異動

氏 名 新 旧 異動年月日

中 　 村 　 淳 　 一
専 務 取 締 役
人 事 ・ 技 術 ・ 熱 交 換 器
事 業 本 部 担 当

専 務 取 締 役
技術・熱交換器事業本部担当 2018年４月１日

井 　 上 　 哲 　 也

常 務 取 締 役
ＣＳＲ・営業・海外事業・
プロセスエンジニアリング
事 業 本 部 担 当
兼 東 京 支 店 管 掌

取 締 役
営業・プロセスエンジニアリング
事業本部担当兼東京支店管掌
兼 Ｃ Ｓ Ｒ 推 進 室 室 長

2018年４月１日

船 　 越 　 俊 　 之
取 締 役
事 業 所 所 長
兼 社 長 特 命 事 項 担 当

取 締 役
事 業 所 所 長 2018年４月１日

太 　 田 　 光 　 治
取 締 役
バ ル ブ 事 業 本 部 ・ 技 術 部 担 当
兼 情 報 シ ス テ ム 部 部 長

取 締 役
バ ル ブ 事 業 本 部 本 部 長
兼 技 術 部 部 長
兼 北 九 州 支 店 管 掌

2018年４月１日

飯 　 塚 　 正 　 志
取 締 役
経 営 企 画 本 部 本 部 長
兼 経 営 戦 略 部 部 長
兼 未 来 事 業 推 進 部 部 長

取 締 役
経 営 企 画 本 部 本 部 長
兼 経 営 戦 略 部 部 長

2018年４月１日

岩 　 本 　 　 　 等 取 締 役 常 務 取 締 役
人 事 ・ 情 報 シ ス テ ム 担 当 2018年４月１日

④責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1,000千円と法令で定める最低限度額とのいずれ
か高い額であります。

⑤取締役及び監査役の報酬等の額
区 分 人 数 報 酬 等 の 額 摘 要

取 締 役 11名 194,701千円 　うち社外取締役３名（4,164千円）

監 査 役 ４名 30,264千円 　うち社外監査役２名（5,544千円）

計 15名 224,966千円 　うち社外役員　５名（9,708千円）

－ 16 －
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（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役に対する使用人分給与は含まれておりません。
 

２．取締役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第77回定時株主総会において、年額240,000千円以
内（但し、使用人分給与含まず）と決議いただいております。

 

３．監査役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第77回定時株主総会において、年額60,000千円以
内と決議いただいております。

⑥社外役員に関する事項

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況 当 社 と 兼 職 先 と の 関 係

取 締 役 加 藤 幸 江
当事業年度に開催された取締役会
11回のうち９回出席し、議案・審議
等につき必要な発言を行っておりま
す。

ダイドーグループホールディングス株
式会社の社外監査役及び株式会社山善
の社外取締役監査等委員を兼職してお
りますが、当社とこれらの兼職先とは
特別の関係はありません。

取 締 役 下 元 　 光
2017年６月29日就任後に開催され
た取締役会９回すべてに出席し、議
案・審議等につき必要な発言を行っ
ております。

日新製鋼株式会社の執行役員大阪支社
長を兼職しておりますが、同社は当社
の主原材料であるステンレスの供給元
であり、また当社への出資比率9.72％
の株主であります。

監 査 役 三 浦 博 文

当事業年度に開催された取締役会
11回すべてに出席し、また監査役会
６回すべてに出席し、議案・審議等
につき必要な発言を行い、必要に応
じ、会計・税務の専門家の立場から
発言を行っております。

該当事項はありません。

監 査 役 仲 井 　 晃

当事業年度に開催された取締役会
11回すべてに出席し、また監査役会
６回すべてに出席し、議案・審議等
につき必要な発言を行い、必要に応
じ、法律の専門家の立場から発言を
行っております。

該当事項はありません。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び定款第25条の規定に基づき、取締役会決議があっ
たものとみなす書面決議が１回ありました。

⑷　会計監査人の状況
①名称　　　　太陽有限責任監査法人
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②報酬等の額
イ．当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

26,000千円
ロ．当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

26,000千円
（注）当社は、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬

等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、イ．の金額にはこれらの合計額を
記載しております。

③監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由
　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根
拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

④会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、
会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案
を株主総会の会議の目的とすることにいたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任
した旨と解任理由を報告いたします。

⑸　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方
　当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は「株主の権利」「株主の平等性」「コ
ーポレートガバナンスにおけるステークホルダーとの関係」「情報開示と透明性｣｢取締役会・監
査役（会）等の役割」の５つの基本的な機能にあることを十分に認識し、企業価値のより一層の
向上を目指すことと、経営環境の変化に迅速に対応できる意思決定体制と数あるステークホルダ
ーの中で株主の皆さまに比重を置く「公正な経営システム」を構築・維持することを最重要施策
として位置付けております。
　そのため、更なるコンプライアンス経営の徹底、内部統制システムの充実とコーポレートガバ
ナンス体制の構築を推進しております。
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⑹　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社
の業務の適正を確保するための体制・システム（以下、「内部統制」という）を整備し、以下の
とおり内部統制基本方針を定めております。

①定義・目的
⒜　「内部統制」とは、①業務の有効性・効率性、②財務報告の信頼性の確保、③法令・定款

等の遵守、④資産の保全の目的を実現するための、統制環境・リスク評価と分析・統制手段・
情報の伝達・監視活動・ＩＴの活用を構成要素として、当社において定め、且つ、当社の社
員等（「社員等」には、当社及び当社子会社の正社員、取締役・監査役等の役員、契約社員、
限定社員、派遣社員等を含む。）によって履践されるべき、当社の全ての業務に組み込まれ
たプロセス及びプロセスを包含する体制全体の総称とする。

⒝　本基本方針は、以下の内部統制の体制整備によりコンプライアンス経営を実現出来るガバ
ナンス体制の構築、ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）経営を実現することを目
的とする。

②当社及び当社子会社の取締役その他の社員等の業務・職務執行が法令・定款等に適合すること
を確保するための体制
⒜　『行動憲章』をはじめとするコンプライアンス体制にかかる諸規定を社員等が法令・定款

及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。
⒝　行動規範の徹底を図るため、リスク管理委員会を設け、コンプライアンス違反を含むリス

ク全般を横断的に統括する。
リスク管理委員会は定期的にコンプライアンスに関わるアセスメントを実施し、継続的な

対策を推進すると共に、これらの活動を定期的にCSR会議及び監査役会に報告する。また、
ＣＳＲ推進室は社員等へのコンプライアンスに関する啓発を企画立案する。

⒞　取締役及び本部長職・本社部長職は、各部門の業務執行の適正を確保する内部統制の確立
と運用の権限と責任を有する。

⒟　内部監査部門は、コンプライアンスの状況について適宜内部監査を行い、その改善策の指
導、実施の支援・助言を行う。

－ 19 －
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⒠　法令等疑義のある行為等についての正規の直接情報提供・収集手段として社内通報制度（ホ
ットライン）を設置・運営し、同時に公益通報者保護を図るものとする。

⒡　子会社を含むグループ全体の経営管理を行うため、関係会社管理規程を整備し、グループ
でのコンプライアンス上重要な事項は当社の取締役会等で報告・決議する。

③当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
⒜　法令及び社内規程に従い、取締役の業務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体（以下、一

括して単に「文書」という）に記録し、保存する。取締役及び監査役は、常時、これらの文
書を閲覧出来るものとする。

⒝　前項の対象文書は、株主総会議事録、取締役会議事録、経営企画会議議事録、その他代表
取締役社長の特命により設置した会議体の議事録・協議書､取締役を最終決裁者とする稟議
書、会計帳簿・計算書類・出入金等会計伝票・税務申告書、重要な契約書、官公庁・証券取
引所等の公的機関に提出した書類の写し、並びに株券等の売買届出書とする。

④当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⒜　リスク管理委員会を設け、リスク全般を横断的に統括する。
⒝　リスク管理委員会は、定期的にアセスメントを実施し、当社が持続的に事業を営む上での

リスクを事前に把握し、継続的な対策を取る。また、これらの活動を定期的にCSR会議及び
監査役会に報告する。

⒞　内部監査部門は、リスク管理の状況について適宜内部監査を行い、その改善策の指導、実
施の支援・助言を行う。

⒟　当社の事業資産の損害を最小限にとどめ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能
とするために、事業継続計画（ＢＣＰ）を整備する。

⒠　関係会社管理規程に従い、子会社のリスク管理体制を整備する。
⒡　内部統制を含むＣＳＲに関する社員等への研修・啓発を適時行う。
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⑤当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　以下の経営管理体制により取締役の職務の執行の効率化を図る。

⒜　職務権限・意思決定ルールの策定
⒝　社内取締役を構成員とする経営企画会議の設置
⒞　取締役会による年度事業（経営）計画・中期事業（経営）計画（以下、一括して単に「計

画」という）の策定、策定した計画に基づく各事業部門の業績目標と予算案の策定（承認は
取締役会）、ＩＴを活用した月次・四半期業績管理の実施、各事業部門からの定例報告のレ
ビュー及び改善策の実施

⑥当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　　子会社の取締役等はその職務の執行状況について子会社を担当する当社の取締役を通じ経

営企画会議等で定期的に報告を行う。また、担当する当社の取締役は子会社の取締役等から
の報告事項について適宜意見を述べる等、子会社の職務執行について監督する。

⑦当社の監査役がその職務を補助すべき者を置くことを求めた場合における当該補助者に関する
事項及びその者の当社の取締役からの独立性に関する事項並びに当該補助者に対する監査役の
指示の実効性の確保に関する事項
⒜　監査役から要請がある際には、会計に精通した人材の配置を配慮する。
⒝　当該者の人事異動・人事評価・懲戒等は、全て事前に監査役会の承認を要するものとする。

⑧当社の監査役への報告に関する体制
⒜　当社の取締役及び社員等が当社の監査役に報告するための体制

ｉ）監査役に報告すべき事項は、監査役出席の会議（取締役会・経営企画会議）を除き、月
次の経営状況として重要な事項、内部監査状況、リスク管理に関する重要な事項、重大
な法令・定款違反、社内通報制度による通報状況・内容、その他ＣＳＲマネジメント規
則に定める諸事項とし、その他の事項の定例報告が必要な場合には監査役の要請として
取締役会で協議の上決定する。

ｉｉ）社員等は、上司への報告・相談、社内通報の正規のルート以外でも、監査役に適宜直接
報告を行うことができるものとする。
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⒝　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員等又はこれらの者から報告を受けた者が当
社の監査役に報告をするための体制

　　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員等又はこれらの者から報告を受けた者にお
いては、⒜の体制により監査役への報告を行う。

⒞　⒝の報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制

　　報告をした者は社員等からいかなる不利益をも受けない権利を有するものとし、社員等は
報告をした者に対して通報したことを理由としていかなる不利益をも課してはならない。

⒟　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務
の執行について生ずる費用また債務の処理に係る方針に関する事項

　　監査役の職務の執行に必要な専門家への調査、鑑定その他事務委託費及び旅費等の監査費
用は効率性、適切性に留意し請求される。

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役に対して、必要に応じて弁護士・公認会計士等への監査業務に関する助言を受ける機
会を保障する。

⑩反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその環境整備
　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体との関係遮断に取り組
み、反社会的勢力からの不当な要求に対しては毅然とした態度で対応することを基本方針とす
る。
　反社会的勢力排除に向け、警察当局、企業防衛協議会等の関係機関と連携し、反社会的勢力
の情報及び動向を収集する体制を構築するとともに、社内外での諸研修等を通じて、反社会的
勢力への対応についての教育、研修を実施する。

⑪業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
⒜　重要な会議の開催状況について
　　当社は取締役が出席する経営企画会議を設置し、定期的に開催しております。当該会議で

は、当社及び当社子会社における業務の適正を確保するため、業務上判断が必要となる施策
の検討や規程の承認等中長期的な視点に立った協議を行っております。
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⒝　リスクマネジメント体制について
　　当社では、リスクマネジメントを推進するため、事業継続計画（ＢＣＰ)や情報システム、

雇用・人材・各種業務に係る事業リスクをチェックし、定期的にリスク管理委員会へ報告し
ております。収集された情報は、ＣＳＲ会議にて確認し、課題対応等について適宜指示する
体制を取っております。

⒞　コンプライアンス体制について
　　当社では、行動規範を定め、リスク管理委員会により法令遵守の状況の確認を行うととも

に、法令や社会規範等の改正等に関する情報共有に努めております。
⒟　監査役の業務の適正を確保する体制への関わりの状況について
　　当社では、常勤監査役が社内の重要な会議に積極的に出席し、業務の適正を確認する機会

を得ております。また、コンプライアンス上の問題やリスク要因となりうる情報を直接受け
取ることができる社内通報制度を設置し運用を行っております。

⑺　剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、定款第40条において、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によっ

て剰余金の配当等を行うことができる旨を、また定款第41条において、期末配当は３月31日、
中間配当は９月30日の最終の株主名簿等に記載又は記録された株主又は質権者に対し剰余金の
配当を行うことができる旨を定めております。

当社の利益配分につきましては、全てのステークホルダーの皆さまに対し「公平」且つ「公正」
を念頭に置きつつ、また企業体質の一層の強化と、今後の事業展開に備えるための内部留保の充
実、自己株式の取得、安定的な配当及び各期の業績等を総合的に勘案し、配当性向30％を継続的
に実現できることを基本方針とし、株主の皆さまへ適正な利益還元を図ります。

内部留保資金は、企業体質の強化を図るとともに、コアとなる製品・技術及び合理化設備への
重点投資や新製品開発のための研究開発投資に充て、更にグローバル拠点の整備や新市場開拓な
どにも充てる所存であります。また、事業規模の拡大・シナジーが期待できる企業集団確立のた
めのＭ＆Ａ資金など、効率的な配分に努めたいと考えております。

以上の方針に従い、当期の期末配当につきましては、１株当たり10円といたしました。なお、
年間配当は、１株当たり20円となりました。

次期の配当につきましては、安定配当の観点や設備投資、キャッシュ・フローの状況を勘案し
１株当たり20円（予定連結配当性向59.7％）とさせていただく予定であります。

（１株当たり中間配当10円、期末配当10円）

　（注）　本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2018年 3 月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

30,767,513
14,446,463
8,354,851
1,361,158

902,040
1,939,336
2,149,791

935,290
499,209
183,435
△4,063

29,989,166
10,607,332

6,480,520
1,878,288
1,943,024

90,218
215,281
378,696
284,046
94,649

19,003,137
14,471,908

980,966
4,033,285
△483,022

流 動 負 債 7,306,603
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,962,917
電 子 記 録 債 務 1,848,861
未 払 法 人 税 等 615,030
製 品 保 証 引 当 金 152,401
賞 与 引 当 金 589,115
そ の 他 1,138,276

固 定 負 債 2,435,635
繰 延 税 金 負 債 2,350,870
退 職 給 付 に 係 る 負 債 75,164
そ の 他 9,600

負 債 合 計 9,742,239
純  資  産  の  部

株 主 資 本 45,966,270
資 本 金 4,150,000
資 本 剰 余 金 8,813,386
利 益 剰 余 金 35,410,189
自 己 株 式 △2,407,305

その他の包括利益累計額 5,048,170
その他有価証券評価差額金 5,155,923
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 8,210
為 替 換 算 調 整 勘 定 69,198
退職給付に係る調整累計額 △185,161

純 資 産 合 計 51,014,441
資 産 合 計 60,756,680 負 債 ・ 純 資 産 合 計 60,756,680

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
( 2017年 4 月 1 日から

2018年 3 月31日まで )
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高  26,891,654
売 上 原 価  20,894,609

売 上 総 利 益 5,997,044
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,389,327

営 業 利 益  1,607,716
営 業 外 収 益

受 取 利 息  38,591
受 取 配 当 金  223,236
持 分 法 に よ る 投 資 利 益  11,397
為 替 差 益  45,768
そ の 他  43,676  362,670

営 業 外 費 用
支 払 利 息  125
売 上 割 引  3,231
手 形 売 却 損  3,342
そ の 他 492  7,191
経 常 利 益  1,963,194

特 別 利 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額  95,286
固 定 資 産 売 却 益  1,244
投 資 有 価 証 券 償 還 益  727,000  823,531

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損  14,076  14,076

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  2,772,649
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  624,923
法 人 税 等 調 整 額  220,370  845,293
当 期 純 利 益  1,927,355

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  1,927,355
（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2017年 4 月 1 日から
2018年 3 月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 4,150,000 8,813,386 34,079,947 △2,406,947 44,636,387

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △597,113 △597,113
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益  1,927,355  1,927,355

自 己 株 式 の 取 得 △358 △358
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － －  1,330,242 △358  1,329,883

当 期 末 残 高 4,150,000 8,813,386  35,410,189 △2,407,305  45,966,270

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 3,990,250 △21,187 △98,622 △252,531 3,617,909 48,254,296

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △597,113
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益  1,927,355

自 己 株 式 の 取 得 △358
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )  1,165,673  29,397  167,821  67,369  1,430,261  1,430,261

当 期 変 動 額 合 計  1,165,673  29,397  167,821  67,369  1,430,261  2,760,145

当 期 末 残 高  5,155,923  8,210  69,198  △185,161  5,048,170  51,014,441

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 26 －

連結株主資本等変動計算書



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/06/01 9:17:34 / 17370566_株式会社日阪製作所_招集通知（Ｃ）

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　５社
・主要な連結子会社の名称　　　　マイクロゼロ株式会社

HISAKAWORKS S.E.A. SDN. BHD.
HISAKAWORKS SINGAPORE PTE. LTD.
日阪（中国）机械科技有限公司
中川工程顧問（上海）有限公司

②　非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称　　　HISAKA WORKS (THAILAND) CO.,LTD.
・連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社はいずれも小規模であり、各社の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、
いずれも連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がない
ため連結の範囲から除外しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数
２社

・主要な会社等の名称　　　　　　HISAKA WORKS (THAILAND) CO.,LTD.
②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称　　　　　　HISAKA MIDDLE EAST CO.,LTD.
　　　　　　　　　　　　　　　　HISAKA KOREA CO.,LTD.
　　　　　　　　　　　　　　　　旭工業株式会社
・持分法を適用しない理由　　　　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影
響が軽微であり、かつ重要性がないため持分法の適用範囲から除外し
ております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。
　　　　　　　会社名　　　　　　　　　　決算日
　　日阪（中国）机械科技有限公司　　12月31日　※
　　中川工程顧問（上海）有限公司　　12月31日　※
　　　※連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券　　　　　償却原価法（定額法）
ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法又は償却原価法（定額法）により
算定）。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
ハ．デリバティブ　　　　　　　　時価法
ニ．棚卸資産

・製品、半製品、原材料　　　　主として総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定）

・仕掛品　　　　　　　　　　　個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に
よる簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

（リース資産を除く）
当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、1998年４月１日以後に
取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以後に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を、在外連結子
会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物　　　７～50年
　機械装置及び運搬具　３～17年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア　　　当社及び各連結子会社における利用可能期間（５～10年）に基づく定

額法を採用しております。
ハ．リース資産
　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。
③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。また在外
連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上して
おります。

ロ．製品保証引当金　　　　　　　当社及び国内連結子会社は販売した製品の無償サービス費用に充てる
ため、特定のものについては個別に検討して必要額を計上し、その他
は売上高に過年度の実績比率を乗じて計上しております。

ハ．賞与引当金　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支
給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。
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④　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております｡なお､振当処理の要件を

満たしている為替予約については振当処理によっております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段……為替予約

ヘッジ対象……売掛金
ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　為替リスク低減のため、対象債権債務の範囲内でヘッジを行っており

ます。
ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　　ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であるものについては有

効性が高いとみなされることから、決算日における検証を省略してお
ります。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る資産及び負債

の計上基準
退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産
を控除した額を計上しております。数理計算上の差異は、発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法によ
り按分した額を、発生時の翌連結会計年度から費用処理しておりま
す。

　　　　　　　　　　　　　　　　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部
におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上
しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用については、発生時に全額費用処理しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年

度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。

　　　　　　　　　　　　　　　　また、国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計
算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 20,696,396千円
　　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。
⑵　連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権

　連結会計年度末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、当連結会計年度の末日が金融機関の
休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末日満期手形及び電
子記録債権の金額は、次のとおりであります。

　受取手形
　電子記録債権
　支払手形

198,297千円
65,533千円
4,962千円

⑶　受取手形割引高 293千円
⑷　輸出受取手形割引高 379,289千円
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⑸　保証債務
以下の関係会社の金融機関との取引に対し債務保証を行っております。
　旭工業株式会社 100,000千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 32,732,800株 －株 －株 32,732,800株

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 2,876,990株 351株 －株 2,877,341株

（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り351株による増加分であります。
⑶　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 7 年 ５ 月 1 9 日
取 締 役 会 普 通 株 式 298,558 10 2017年３月31日 2017年６月９日

2017年11月14日
取 締 役 会 普 通 株 式 298,555 10 2017年９月30日 2017年12月８日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2018年５月15日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 298,554 10 2018年３月31日 2018年６月８日
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４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金及び元本の安全性を第一とした運用を行っておりま
す。資金調達については銀行等金融機関からの短期的借入や市場調達によることとしております。デリバ
ティブは、外貨建債権債務の為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりません。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、常時顧客の信用リスクに晒されております。
当該リスクに関しては売上債権取扱規則に従い、取引先毎の期日管理や残高管理を徹底するとともに、主
要な取引先の信用状況を一年ごとに把握する体制としております。また、海外顧客との取引もあることか
ら、外貨建ての営業債権は常時為替の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては外貨建取引
基準に従い、一定以上の外貨建営業債権について先物為替予約を利用してヘッジしております。
　長期貸付金は、取引先企業に対する貸付であり、常時取引先企業の信用リスクに晒されております。
　有価証券及び投資有価証券は株式及び公社債であり、常時市場価格の変動リスク及び為替リスクに晒さ
れております。株式は主に業務上の関係を有する企業の株式であります。公社債は将来的な資金需要を鑑
み余剰資金を①に掲げる資金運用によっているものです。株式及び公社債は、四半期ごとに把握した時価
を取締役会に報告しております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、その全てが半年以内の支払期日です。また、
海外調達があり、外貨建ての営業債務は常時為替の変動リスクに晒されておりますが、比較的少額且つ短
期決済であることから原則先物為替予約は利用しておりません。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先
物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの
有効性の評価方法等については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関す
る注記」「⑷会計方針に関する事項」「④重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

③　金融商品に係るリスク管理体制
ⅰ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、売上債権取扱規則に従い、各事業部門の営業部が一定期間以上滞留している営業債
権を定期的にモニタリングし、回収方法及び回収期日を管理するとともに、必要に応じて与信管理を行
い、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　長期貸付金は、貸付先企業に対する定期的な動向調査及び業績評価を行い、回収懸念の早期把握や軽
減を図っております。
　満期保有目的の債券は、資金運用規程に従い、一定以上の格付の債券のみを対象としているため、信
用リスクは僅少であります。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。
　当連結会計年度の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸
借対照表価額により表されております。

ⅱ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対
して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況により、輸出に
係る予定取引により確実に発生すると見込まれる外貨建営業債権に対する先物為替予約を行っておりま
す。
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　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先）の財務状況等を把握し、ま
た、満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見
直しております。
　デリバティブ取引については、経営管理部財務経理課にて外貨建営業債権の先物為替予約、記帳及び
残高照合等を行っております。
ⅲ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各事業部門からの報告や債権債務の発生に基づき、経営管理部財務経理課が毎月資
金繰計画を作成・更新し、適切な手許流動性を確保することで、流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引」に
おけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ
スクを示すものではありません。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2018年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２参照）。

連結貸借対照表
計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

⑴　現金及び預金 14,446,463 14,446,463 －
⑵　受取手形及び売掛金 8,354,851 8,354,851 －
⑶　電子記録債権 1,361,158 1,361,158 －
⑷　有価証券
　　　その他有価証券 902,040 902,040 －
⑸　投資有価証券
　　　その他有価証券 13,850,957 13,850,957 －
⑹　支払手形及び買掛金(*1) (2,962,917) (2,962,917) －
⑺　電子記録債務(*1) (1,848,861) (1,848,861) －
⑻　デリバティブ取引(*2) 11,826 11,826 －

(*1)負債に計上されているものについては、(　)で表示しております。
(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については(　)で表示しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産
⑴　現金及び預金、⑵受取手形及び売掛金、⑶電子記録債権

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。
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⑷　有価証券、⑸投資有価証券
　これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示
された価格によっております。

負　債
⑹　支払手形及び買掛金、⑺電子記録債務

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引
⑻　デリバティブ取引
　・ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引はありません。
　・ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　通貨関連

ヘッジ会計の
方法 取引の種類 主なヘッジ

対象

当連結会計年度末（2018年３月31日）
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超(千円) 時価(千円)

原則的処理
方法

為替予約取引
　売建
　　米ドル 　売掛金 474,500 － 11,826

為替予約等の
振当処理

為替予約取引
　売建
　　米ドル 　売掛金 187,823 － （注２）

合計 662,324 － 11,826
（注１）時価の算定方法

　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
（注２）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処

理されているため、その時価は、当該売掛金の時価に含めて記載しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 15,144
関係会社株式 605,807

非上場株式及び関係会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と
認められることから、「⑸　投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 14,446,463 － － －
受取手形及び売掛金 8,354,851 － － －
電子記録債権 1,361,158 － － －
有価証券
　その他有価証券 900,000 － － －
投資有価証券
　その他有価証券 － 1,500,000 － －

合計 25,062,474 1,500,000 － －

５．賃貸等不動産に関する注記
　　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,708円71銭
⑵　１株当たり当期純利益 64円56銭
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貸　借　対　照　表
（2018年 3 月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

29,428,893
13,781,523
1,634,847
1,361,158
6,218,787

902,040
1,701,039
2,092,081

645,073
475,219
550,360
66,905
△143

30,887,766
8,641,889
5,899,100

63,643
1,118,740

16,532
192,977

1,261,133
89,761

285,211
281,215

3,996
21,960,665
13,866,101
2,923,795

130,372
860

321,428
1,247,693
3,953,437
△483,022

流 動 負 債 6,886,735
支 払 手 形 5,687
電 子 記 録 債 務 1,848,861
買 掛 金 2,811,436
未 払 金 222,179
未 払 費 用 267,817
未 払 法 人 税 等 610,680
前 受 金 216,733
預 り 金 94,786
製 品 保 証 引 当 金 147,900
賞 与 引 当 金 567,000
そ の 他 93,651

固 定 負 債 2,481,336
繰 延 税 金 負 債 2,432,328
退 職 給 付 引 当 金 39,407
そ の 他 9,600

負 債 合 計 9,368,072
純 資 産 の 部

株 主 資 本 45,784,454
資 本 金 4,150,000
資 本 剰 余 金 8,814,450

資 本 準 備 金 5,432,770
そ の 他 資 本 剰 余 金 3,381,680

利 益 剰 余 金 35,227,309
利 益 準 備 金 1,037,500
そ の 他 利 益 剰 余 金 34,189,809

配 当 準 備 積 立 金 200,000
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 72,683
別 途 積 立 金 18,500,000
繰 越 利 益 剰 余 金 15,417,125

自 己 株 式 △2,407,305
評 価 ・ 換 算 差 額 等 5,164,133

その他有価証券評価差額金 5,155,923
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 8,210

純 資 産 合 計 50,948,588
資 産 合 計 60,316,660 負 債 ・ 純 資 産 合 計 60,316,660

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
（ 2017年 4 月 1 日から

2018年 3 月31日まで ）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 25,102,619
売 上 原 価 19,762,263

売 上 総 利 益 5,340,356
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,756,931

営 業 利 益 1,583,424
営 業 外 収 益

受 取 利 息 15,640
有 価 証 券 利 息 20,779
受 取 配 当 金 243,496
そ の 他 36,531 316,448

営 業 外 費 用
支 払 利 息 23
売 上 割 引 3,218
手 形 売 却 損 3,267
為 替 差 損 13,776
そ の 他 492 20,778
経 常 利 益 1,879,094

特 別 利 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 95,286
固 定 資 産 売 却 益 1,244
投 資 有 価 証 券 償 還 益 727,000 823,531

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 14,051
関 係 会 社 株 式 評 価 損 3,084 17,136

税 引 前 当 期 純 利 益 2,685,489
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 612,746
法 人 税 等 調 整 額 226,703 839,450
当 期 純 利 益 1,846,039

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（ 2017年 4 月 1 日から

2018年 3 月31日まで ）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
配 当 準 備
積 立 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

当 期 首 残 高 4,150,000 5,432,770 3,381,680 8,814,450 1,037,500 200,000 75,000 18,500,000

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 △2,316
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － △2,316 －

当 期 末 残 高 4,150,000 5,432,770 3,381,680 8,814,450 1,037,500 200,000 72,683 18,500,000

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産
合 計

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他有価証
券 評 価 差
額 金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

評価・換算
差額等合計その他利益剰余金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 14,165,883 33,978,384 △2,406,947 44,535,887 3,990,250 △21,187 3,969,062 48,504,950

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △597,113 △597,113 △597,113 △597,113

当 期 純 利 益 1,846,039 1,846,039 1,846,039 1,846,039

自 己 株 式 の 取 得 △358 △358 △358
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 2,316 － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 1,165,673 29,397 1,195,071 1,195,071

当 期 変 動 額 合 計 1,251,242 1,248,925 △358 1,248,566 1,165,673 29,397 1,195,071 2,443,638

当 期 末 残 高 15,417,125 35,227,309 △2,407,305 45,784,454 5,155,923 8,210 5,164,133 50,948,588

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 37 －

株主資本等変動計算書



2018/06/01 9:17:34 / 17370566_株式会社日阪製作所_招集通知（Ｃ）

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法）
子会社株式………………………移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のあるもの…………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法又は償却原価法（定額法）により算定）

市場価格のないもの…………移動平均法による原価法
　　②デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　　デリバティブ……………………時価法
　　③棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、半製品、原材料…………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定）

仕掛品……………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定）

貯蔵品……………………………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿
価切下げの方法により算定）

　⑵　固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日
以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物　　　　　　　　７～50年
　機械及び装置並びに車両運搬具　３～17年

　　②無形固定資産（リース資産を除く）
　自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　⑶　引当金の計上基準
　　①貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　②製品保証引当金
　販売した製品の無償サービス費用に充てるため、特定のものについては個別に検討して必要額を計上し、
その他は売上高に過年度の実績比率を乗じて計上しております。

　　③賞与引当金
　従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。
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　　④退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。数理計算上の差異については、各事業年度の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法により按分した額を、発生の
翌事業年度から費用処理しております。過去勤務費用は、発生時に全額費用処理しております。
　なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から数理計算上差異等を控除した額
を超過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に表示しております。

　⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　①ヘッジ会計の処理

ⅰ．ヘッジ会計の方法………………原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件
を満たしている為替予約については振当処理によっております。

ⅱ．ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段………………………為替予約
　　ヘッジ対象………………………売掛金
ⅲ．ヘッジ方針………………………為替リスク低減のため、対象債権債務の範囲内でヘッジを行っており

ます。
ⅳ．ヘッジ有効性評価の方法………ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であるものについては有

効性が高いとみなされることから、決算日における検証を省略してお
ります。

　　②消費税等の会計処理
　　　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 19,645,286千円
⑵　事業年度末日満期手形及び電子記録債権

　事業年度末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、当事業年度の末日が金融機関の休日でし
たが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当事業年度末日満期手形及び電子記録債権の
金額は、次のとおりであります。

　受取手形 198,297千円
　電子記録債権
　支払手形

65,533千円
4,962千円

⑶　輸出受取手形割引高 379,289千円
⑷　保証債務

以下の関係会社の金融機関との取引に対し債務保証を行っております。
　日阪（中国）机械科技有限公司 84,600千円
　HISAKAWORKS SINGAPORE PTE. LTD. 15,936千円
　マイクロゼロ株式会社
　旭工業株式会社

100,000千円
100,000千円

⑸　関係会社に対する債権・債務 短期金銭債権 864,412千円
短期金銭債務 120,900千円
長期金銭債務 9,600千円
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３．損益計算書に関する注記
　・　関係会社との取引高 売上高 747,192千円

仕入高 668,838千円
その他営業取引 78,476千円
営業外取引 38,151千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 2,876,990株 351株 －株 2,877,341株

 (注) 　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り351株による増加分であります。

５．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（2018年３月31日現在）

繰延税金資産
製品保証引当金 45,227千円
棚卸資産評価損 145,934
未払事業税 34,350
退職給付引当金 12,050
賞与引当金 173,388
貸倒引当金 147,666
有価証券評価損 28,127
関係会社株式評価損 943
関係会社出資金評価損 296,512
外国税額控除 111,037
その他 90,361
評価性引当額 △434,495
繰延税金資産合計 651,104

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △32,017
前払年金費用 △307,874
退職給付信託 △33,624
有価証券評価差額 △2,231,012
その他 △3,683
繰延税金負債合計 △2,608,213

繰延税金負債の純額 △1,957,108

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,706円51銭
⑵　１株当たり当期純利益 61円83銭
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連結計算書類に係る会計監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2018年５月11日
株式会社日阪製作所

取締役会　御中
太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 大 　 村 　 　 　 茂 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 沖 　 　 　 　 　 聡 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社日阪製作所の2017年４月１日から2018
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社日阪製作所及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2018年５月11日
株式会社日阪製作所

取締役会　御中
太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 大 　 村 　 　 　 茂 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 沖 　 　 　 　 　 聡 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社日阪製作所の2017年４月１日か
ら2018年３月31日までの第89期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2017年４月１日から2018年３月31日までの第89期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。
⑵各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、監査計画等に従い、取
締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている株式会社及び子会社の取締役その他の使用人等の業務・職務執行が法令・定
款等に適合することを確保するための体制その他株式会社及び子会社から成る企業集団における業務の
適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び太陽有限責任
監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。ま
た、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指
摘すべき事項は認められません。

⑵計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶連結計算書類の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2018年５月15日

株 式 会 社 日 阪 製 作 所 　 監 査 役 会
常 勤 監 査 役 山 　 田 　 卓 　 夫 ㊞
常 勤 監 査 役 中 　 道 　 　 　 貢 ㊞
社 外 監 査 役 三 　 浦 　 博 　 文 ㊞
社 外 監 査 役 仲 　 井 　 　 　 晃 ㊞

以　上

－ 44 －

監査役会の監査報告書



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/06/01 9:17:34 / 17370566_株式会社日阪製作所_招集通知（Ｃ）

株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案　取締役10名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役全員（10名）が任期満了となります。つきましては、取締役10
名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

ふり
氏

がな
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
の 株 式 の 数

１

ま え

前
 

　
だ

田
 

　
ゆ う

雄
 

　
い ち

一
(1950年９月10日生)

1974年 ４月 当社入社

30,100株

2004年 ３月 当社熱交機部部長
2006年 ４月 当社熱交換器事業本部本部長
2006年 ６月 当社取締役熱交換器事業本部本部長
2009年 ６月 当社常務取締役営業担当兼熱交換器事業

本部本部長兼東京支店管掌
2010年３ 月 当社常務取締役営業担当兼東京支店管掌
2010年６ 月 当社専務取締役営業担当兼東京支店管掌
2011年６ 月 当社代表取締役社長
2017年４ 月 当社代表取締役会長、現在に至る

（取締役候補者とした理由）
　前田雄一氏は、主に熱交換器の営業で豊富な知識と経験を有しており、取締役就任後は熱交換器事
業本部本部長のほか、営業担当として当社全体の営業活動を推進してまいりました。さらに、2011
年からは社長として、2017年からは会長として強いリーダーシップを発揮し、当社の発展に尽力し
ております。今後も引き続き、当社の企業価値向上に貢献し得る人材であると判断し、取締役候補者
といたしました。

－ 45 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふり
氏

がな
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
の 株 式 の 数

２

た け

竹
 

　
し た

下
 

　
よ し

好
 

　
か ず

和
(1957年11月４日生)

1981年 ３月 当社入社

7,200株

2012年 ３月 当社生活産業機器事業本部（現：プロセス
エンジニアリング事業本部）製造部部長

2014年 ３月 当社生活産業機器事業本部本部長
2014年 ６月 当社取締役生活産業機器事業本部本部長
2015年10月 当社取締役生活産業機器事業本部本部長

兼九州支店管掌
2016年４ 月 当社常務取締役財務・経営戦略担当
2017年４ 月 当社代表取締役社長、現在に至る

（取締役候補者とした理由）
　竹下好和氏は、主に染色仕上機器の営業で豊富な知識と経験を有しており、取締役就任後は生活産
業機器事業本部（現：プロセスエンジニアリング事業本部）本部長、財務・経営戦略担当を歴任しま
した。2017年からは代表取締役社長として中期経営計画の達成に向けて強いリーダーシップを発揮
し、当社の発展に尽力しております。今後も引き続き、当社の企業価値向上に貢献し得る人材である
と判断し、取締役候補者といたしました。

３

な か

中
 

　
む ら

村
 

　
じゅん

淳
 

　
い ち

一
(1951年５月26日生)

1974年 ４月 当社入社

10,100株

2006年 ３月 当社熱交換器事業本部設計開発部部長
2010年 ６月 当社熱交換器事業本部設計開発部統括部長
2011年 ６月 当社取締役熱交換器事業本部設計開発部部長
2012年 ３月 当社取締役熱交換器事業本部本部長
2014年 ６月 当社常務取締役熱交換器事業本部本部長
2015年 ３月 当社常務取締役技術・熱交換器事業本部担

当兼技術部部長
2016年 ４月 当社専務取締役技術担当
2017年 ４月 当社専務取締役技術・熱交換器事業本部担当
2018年 ４月 当社専務取締役人事・技術・熱交換器事業

本部担当、現在に至る
（取締役候補者とした理由）
　中村淳一氏は、主に熱交換器の設計・開発で豊富な知識と経験を有しており、取締役就任後は熱交
換器事業本部本部長及び同事業本部担当に加え、技術担当として全社の技術向上を通じて当社の発展
に尽力するとともに、取締役会においては経営全般に関する重要事項の意思決定などの役割を果たし
ております。今後も引き続き、当社の企業価値向上に貢献し得る人材であると判断し、取締役候補者
といたしました。

－ 46 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふり
氏

がな
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
の 株 式 の 数

４

い の

井
 

　
う え

上
 

　
て つ

哲
 

　
や

也
(1959年２月16日生)

1982年 ３月 当社入社

4,900株

2014年 ４月 日阪（中国）机械科技有限公司総経理
2015年 ３月 当社経営戦略部部長（海外担当）
2015年 ６月 当社取締役営業担当
2017年 ４月 当社取締役営業・プロセスエンジニアリン

グ事業本部担当兼東京支店管掌兼ＣＳＲ
推進室室長

2018年４ 月 当社常務取締役ＣＳＲ・営業・海外事業・
プロセスエンジニアリング事業本部担当
兼東京支店管掌、現在に至る

（重要な兼職の状況）
日阪（中国）机械科技有限公司董事長

（取締役候補者とした理由）
　井上哲也氏は、食品機器の営業や中国事業で豊富な知識と経験を有しており、取締役就任後は、プ
ロセスエンジニアリング事業、海外事業、全社の営業活動、ＣＳＲを統括するなど、当社の発展に尽
力するとともに、取締役会においては経営全般に関する重要事項の意思決定などの役割を果たしてお
ります。今後も引き続き、当社の企業価値向上に貢献し得る人材であると判断し、取締役候補者とい
たしました。

５

ふ な

船
 

　
こ し

越
 

　
と し

俊
 

　
ゆ き

之
(1958年９月15日生)

1981年 ３月 当社入社

6,700株

2009年 ３月 当社熱交換器事業本部製造部部長
2013年 ３月 当社経営管理部部長
2014年 ３月 当社経営管理部部長兼人間部部長
2014年 ６月 当社取締役経営管理部部長兼人間部部長
2015年 ３月 当社取締役熱交換器事業本部本部長
2017年 ４月 当社取締役事業所所長
2018年 ４月 当社取締役事業所所長兼社長特命事項担

当、現在に至る
（取締役候補者とした理由）
　船越俊之氏は、熱交換器の営業、生産管理、安全管理で豊富な知識と経験を有しており、取締役就
任後は経営管理部部長、人間部部長、熱交換器事業本部本部長、事業所所長を歴任し、当社の発展に
尽力するとともに、取締役会においては経営全般に関する重要事項の意思決定などの役割を果たして
おります。今後も引き続き、当社の企業価値向上に貢献し得る人材であると判断し、取締役候補者と
いたしました。

－ 47 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふり
氏

がな
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
の 株 式 の 数

６

お お

太
 

　
た

田
 

　
こ う

光
 

　
じ

治
(1958年５月11日生)

1982年 ３月 当社入社

4,200株

2012年 ３月 当社バルブ事業本部設計開発部部長
2014年 ３月 当社バルブ事業本部本部長
2015年10月 当社バルブ事業本部本部長兼北九州支店

管掌
2016年４ 月 当社執行役員バルブ事業本部本部長兼技

術部部長兼北九州支店管掌
2016年６ 月 当社取締役バルブ事業本部本部長兼技術

部部長兼北九州支店管掌
2018年 ４月 当社取締役バルブ事業本部・技術部担当兼

情報システム部部長、現在に至る
（取締役候補者とした理由）
　太田光治氏は、主にバルブの開発、営業で豊富な知識と経験を有しており、取締役就任後はバルブ
事業本部本部長に加え、技術部部長として全社の技術向上を通じて当社の発展に尽力するとともに、
取締役会においては経営全般に関する重要事項の意思決定などの役割を果たしております。今後も
引き続き、当社の企業価値向上に貢献し得る人材であると判断し、取締役候補者といたしました。

７

い い

飯
 

　
づ か

塚
 

　
た だ

正
 

　
し

志
(1958年２月６日生)

1981年 ４月 野村證券株式会社入社

1,800株

2011年 ３月 同社退職
2011年 ４月 当社入社
2013年 ３月 当社経営戦略室室長
2015年 ３月 当社経営戦略部部長
2016年 ４月 当社執行役員経営戦略部部長
2017年 ４月 当社執行役員経営企画本部本部長兼経営

戦略部部長
2017年６ 月 当社取締役経営企画本部本部長兼経営戦

略部部長
2018年４ 月 当社取締役経営企画本部本部長兼経営戦

略部部長兼未来事業推進部部長、現在に至
る

（取締役候補者とした理由）
　飯塚正志氏は、証券会社に長年勤務し、経営や金融に関する豊富な知識と経験を有しております。
当社入社後は主に経営戦略を担当し、取締役就任後は経営企画本部本部長として当社の発展に尽力す
るとともに、取締役会においては経営全般に関する重要事項の意思決定などの役割を果たしておりま
す。今後も引き続き、当社の企業価値向上に貢献し得る人材であると判断し、取締役候補者といたし
ました。

－ 48 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふり
氏

がな
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
の 株 式 の 数

８

（※）
あ

足
 

　
だ ち

立
 

　
あ き

昭
 

　
ひ と

仁
(1960年12月27日生)

1984年 ３月 当社入社

4,600株

2014年 ３月 当社生活産業機器事業本部（現：プロセス
エンジニアリング事業本部）製造部部長

2016年 ４月 当社執行役員生活産業機器事業本部本部
長兼九州支店管掌

2018年４ 月 当社執行役員プロセスエンジニアリング
事業本部本部長、現在に至る

（取締役候補者とした理由）
　足立昭仁氏は、主に食品機器の開発・製造で豊富な知識と経験を有しており、執行役員就任後はプ
ロセスエンジニアリング事業本部本部長として当社の発展に尽力しております。以上の理由から当
社の企業価値向上に貢献し得る人材であると判断し、新たに取締役候補者といたしました。

９

か

加
 

　
と う

藤
 

　
さ ち

幸
 

　
え

江
(1946年11月11日生)

1971年 ４月 検事任官（東京地方検察庁）

500株

1974年 ５月 大阪弁護士会登録
2014年 ４月 ダイドードリンコ株式会社（現：ダイドーグル

ープホールディングス株式会社）社外監査
役、現在に至る

2015年６ 月 株式会社山善社外取締役
2015年６ 月 当社取締役、現在に至る
2016年６ 月 株式会社山善社外取締役監査等委員、現在

に至る
（重要な兼職の状況）
ダイドーグループホールディングス株式会社社外監査役
株式会社山善社外取締役監査等委員

（社外取締役候補者とした理由）
　加藤幸江氏は、弁護士としての長年の経験と豊富な知識を有しており、当社取締役就任後は、客観
的・専門的な立場から当社の経営に対する助言や適切な監督を行っていただいております。なお、同
氏は会社の経営に直接関与した経験はありませんが、今後も引き続き、当社の企業価値向上に貢献し
得る人材であると判断し、社外取締役候補者といたしました。

－ 49 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふり
氏

がな
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所有する当社
の 株 式 の 数

10

し も

下
 

　
も と

元
 

　
 

　
 

　
ひかる

光
(1960年１月９日生)

1982年 ４月 日新製鋼株式会社入社

－株

2007年 ４月 同社名古屋支社鋼板販売二部長
2009年10月 同社電機・鋼板輸出部長
2016年 １月 同社中四国支社長
2017年 ４月 同社執行役員大阪支社長、現在に至る
2017年 ６月 当社取締役、現在に至る
（重要な兼職の状況）
日新製鋼株式会社執行役員大阪支社長

（社外取締役候補者とした理由）
　下元光氏は、日新製鋼株式会社の執行役員として、会社経営の豊富な知識と経験を有しており、当
社取締役就任後は、客観的・実践的な立場から当社の経営に対する助言や適切な監督を行っていただ
いております。今後も引き続き、当社の企業価値向上に貢献し得る人材であると判断し、社外取締役
候補者といたしました。

（注）１．(※）は新任取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．加藤幸江氏及び下元光氏は、社外取締役候補者であります。
４．加藤幸江氏及び下元光氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。両氏が再任され

た場合は、当社は引き続き両氏を独立役員とする予定であります。
５．当社では、「独立社外役員独立性基準」を定めております。

　　（当社ウェブサイト（https://www.hisaka.co.jp/company_info/outline.html））
　　本議案における社外取締役候補者はいずれもこの基準を満たしております。
６．加藤幸江氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終

結の時をもって３年となります。
７．下元光氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結

の時をもって１年となります。
８．当社と社外取締役候補者との責任限定契約について
　　当社は、社外取締役として有用な人材を迎えることができるよう、社外取締役との間で、責任限定

契約を締結できる旨を定款に定めており、加藤幸江氏及び下元光氏との間で会社法第427条第１項の
規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、両氏
が再任された場合、当社は両氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。

　　責任限定契約の概要は以下のとおりであります。
　　会社法第427条第１項の規定により、損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨の定

款の定めに基づき、当該契約締結後の賠償責任限度額は、1,000千円と法令で定める最低限度額との
いずれか高い額となります。

－ 50 －

取締役選任議案
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第２号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いするもの
であります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

ふり
氏

がな
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る 当 社
の 株 式 の 数

ふ じ

藤
 

　
は ら

原
 

　
ひ さ

久
 

　
や

也
(1958年８月11日生)

1982年 ３月 当社入社

8,100株

2012年 ３月 当社経営管理部海外業務課課長
2015年 ３月 当社生活産業機器事業本部（現：プロセスエン

ジニアリング事業本部）染色仕上機器営業部営
業企画課課長

2017年 ４月 当社プロセスエンジニアリング事業本部染色仕
上機器営業部染色仕上機器営業課担当課長、現
在に至る

（補欠監査役候補者とした理由）
　藤原久也氏は、国内外で染色機器の営業に長年従事しているほか、製品の輸出入業務も経験するなど、当社
の事業に精通しており、これらの経歴に基づく見識を監査に活かすことができる人材です。以上の理由によ
り、監査役に就任した場合、その職務を適切に遂行していただけるものと判断いたしました。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．藤原久也氏は、社外監査役以外の監査役の補欠の監査役として選任するものであります。
３．補欠の監査役候補者に関する事項は、次のとおりであります。

（1）選任取消の方法
藤原久也氏の選任の効力は、監査役就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議によ

りその選任を取り消すことができるものといたします。
（2）当社と候補者の責任限定契約について

藤原久也氏が監査役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。責任限定
契約の概要は以下のとおりであります。

会社法第427条第１項の規定により、損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨の
定款の定めに基づき、当該契約締結後の賠償責任限度額は、1,000千円と法令で定める最低限度額
とのいずれか高い額となります。

以　上

－ 51 －

補欠監査役選任議案
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株主総会会場ご案内図

梅田阪急ビル
オフィスタワー
26階 貸会議室
（株主総会会場）

N

ヘップナビオ
阪急メンズ大阪

阪神
百貨店

ヘップ
ファイブ
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カメラ
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警察署
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下
鉄
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駅

地
下
鉄
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梅
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駅
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梅田
駅

地
下
鉄
東
梅
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駅

阪急グランド
ビル

阪
急
百
貨
店

グランフロント
大阪

※貸会議室へは、ビル１階シャトルエレベーターで15階スカイロビー
までお上がりいただき、オフィス用エレベーターに乗り換え、26階
でお降りください。

会場　大阪市北区角田町８番１号
梅田阪急ビルオフィスタワー26階　貸会議室

交通　阪急　梅田駅より　徒歩約５分
阪神　梅田駅より　徒歩約３分
ＪＲ　大阪駅より　徒歩約５分
地下鉄御堂筋線　梅田駅より　徒歩約３分
地下鉄谷町線　東梅田駅より　徒歩約３分
地下鉄四つ橋線　西梅田駅より　徒歩約６分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




